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パートナーシップはチーム生産の
モラル・ハザードを回避できるのか：

Rasmusen (1987) “Moral Hazard in 
Risk-Averse Teams”のレビュー†

鵜　野　好　文

†  研究プロジェクト（課題番号：26380462）への日本学術振興会の学術研究助成基金助成金の資金援助
に深く感謝いたします。本レビューは、同研究プロジェクトの遂行にあたりなされた、一連の文献レ
ビューの一環であり、本稿は、主として、Eric Rasmusen, “Moral Hazard in Risk-Averse Teams,” RAND 
Journal of Economics, Vol. 18, No. 3, 1987, pp.428-435およびBengt Holmström, “Moral Hazard in Teams,” Bell 
Journal of Economics, Vol. 13, No. 3, 1982, pp. 324-340を概括したものである。

　Holmström（1982）は、パートナーシップの報酬を不均衡予算契約とすることで、
はじめて、リスク中立的エージェントから構成されたチームを最適努力レベルで機能
させることができることを示した。しかしながら、チーム・メンバーがリスク回避的
エージェントから構成されているとき、一般的には、彼の主張は成立しない。本稿
で、私たちは、「連帯責任」契約（“massacre” contract）が、すなわち、効率的生産が
完遂されなかったとき、一人の幸運なエージェントを除くすべてのエージェントにペ
ナルティ賃金を課す契約が、他のいかなる均衡予算契約よりも、パラメータのとりう
るより広範囲な値について、最適生産水準を達成できることを示す。

「いいえ、フランスでは鉄道事故は皆無です。しかし、なぜですか。
事故が発生した場合、誰かがそのために絞首刑にならなければなら
ないからです。絞首刑ではないにしても、少なくとも、その後、何
日も、過失を問題にして、鉄道関係者を身震いさせるほどの勢いで
処罰することになるからです。お人好しな陪審員に共通してありが
ちな、嘘をついて再び災害を招くような評決、「鉄道員に責任はない」
のような評決は、フランスではまず考えられません。」
 -Mark Twain, The Innocents Abroad, chap. 12.

JEL classification：A13; C70; L20
キーワード：チーム理論；モラル・ハザード；パートナーシップ；均衡予算

1．イントロダクション

　Holmström（1982）は、“Moral Hazard in Teams” の冒頭の定理で、「均衡予算（budget-balancing）」
契約は、すなわち、アウトプットをチーム・メンバーにすべて配分し尽くすという契約は、チー
ム・メンバーから効率的努力を誘発することができないことを主張した。しかも、彼は、すべ
てのチーム・メンバーが効率的努力レベルで働いたときの生産レベルより低レベルで生産すると
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き、各チーム・メンバーに利得ゼロを支払うとする契約を締結することで、効率的生産が達成で
きるとしている。しかし、そのような契約は、チームが効率的生産レベルよりほんの少し下回る
成果をあげたときでさえ、アウトプットを廃棄することを認めなければならないため、モデル構
築の視点からすれば、満足のいくものとは思えない。ひとたび、低いアウトプットが観察された
ならば、すべてのチーム・メンバーは、事前に締結していた契約を反故にし、当初、廃棄すべき
としたアウトプットを留保し、メンバー間で配分してしまうからである。したがって、最適生産
レベルが満たされなかったとき、当初の契約どおり、生産したすべてのアウトプットを廃棄させ
るには、チーム外の第三者に、その廃棄処分の執行権を委ねなければならない。
　Holmströmの定理は、エージェントの効用関数が、貨幣所得について、線形（エージェントが
リスク中立的であること）を仮定している。しかし、私たちは、エージェントがリスク回避的で
あるとするならば、以下に示すように、均衡予算契約であっても効率的生産を達成することが可
能なことを明らかにする。しかしながら、リスク回避的エージェントを仮定することが、最適解
が達成されることを確約する方向より、むしろ、それを排除する方向に向くモデルに慣れている
読者は、この結論にとまどうかもしれない。Holmströmは間違いを犯したわけではない。幸いな
ことに、Holmströmの論文の後半では、すべての契約は均衡予算契約でなければならないという
条件を緩和する体裁で論じられ、実際、後半の命題ではそのようなタイプの均衡予算契約が排除
されていないため、彼の論文の結論の有効性は、これにより何ら減じられるものではない。
　本稿では、様々なタイプの効率的均衡予算契約のうち、「連帯責任」契約（“massacre” 
contract）、すなわち、均衡生産が達成されないとき、ランダムに選ばれた一人の幸運なメンバー
のみが利得を獲得し、しかも、他のすべての（不運な）メンバーにはペナルティ賃金が課される
契約が論じられる。そして、この契約が、他のいかなる契約よりもより実行可能性が高いこと
に論及する。とりわけ、この連帯責任契約は、より広汎なパラメータ範囲の値について、「見せ
しめ」契約（“scapegoat” contract）、すなわち、一人の不運なメンバーのみにペナルティ賃金を課
し、残りのすべてのメンバーに均衡予算を達成したときの賃金を支払う契約より、より実行可能
性が高いことを明らかにする。
　本稿の構成は次のとおりである。まず、第二節では、元来のHolmströmの均衡および不均衡予
算契約モデルとその結論を紹介する。第三節では、見せしめ（生け贄）タイプの均衡予算契約を
設定し、さらに、それが、どのような場合に、チーム・メンバーから最善の努力水準を引き出す
ことができるのかを明らかにする。そして、ついで、均衡予算契約に関する一般的なコメントを
紹介する。第四節では、さまざまなタイプの均衡予算契約を比較してみる。そして、連帯責任タ
イプの均衡予算契約がもっとも実行可能性が高いことを示す。第五節では、本稿の結論を述べる。

2．Holmström（1982）モデル

　本節では、Holmström（1982）モデルを検討する。私たちは、ここでも、Holmströmの表記法
を用いるので、まず、その説明から始める。チームはn、i=1\n、人のエージェントからの
み構成されるとする。これは、パートナーシップ組織の特徴である。パートナーシップでの各
エージェントの生産行動、例えば、努力投入はai Ai=[0, ∞]で表され、そして、彼らの投入
努力は観察不能とする。各エージェントの努力ベクトルa=(a1\an)、ただし、a A ⨿iAi、
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は簡単化のため、次の表記で与えられるものとする。

各エージェントの努力は協働生産から生じる生産価値q：A→ℜを決定する。そして、エージェ
ントの努力に関する生産関数q(a)は、各エージェントの努力ai=0、ただし、i＝1\nについ
て、q(0)=0であり、また、努力ai>0について厳密に凹の増加関数であり、連続微分可能とす
る。しかも、生産関数はエージェントの努力レベルにのみ依存し、環境の影響（ランダム・エ
ラー）はないものとする。（環境の不確実性は存在しないが、各エージェント iの努力aiは観察
できないため、誰が怠業しているのかわからないことに注意しなさい）。
　エージェント iへの報酬配分si(q)は、各エージェントの努力レベルaiが観察不能であるので、
チーム・アウトプットqに基づいて支払われるものとする。（エージェント iへの報酬は彼らの
投入努力aiの直接的な関数でないことに注意しなさい）。さらに、このとき、エージェントは有
限責任しか負わないものとし、したがって、エージェント iの報酬は有限責任限度額si i、
i≥ 0、を下回ることはできない。エージェント iの効用関数は、簡単化のため、貨幣所得に関
する効用部分と投入努力に関する不効用部分に加法的分離可能であり、次のように表されるとす
る。

（1）

協働生産を行うために投入される各エージェントの努力は不効用（関数）vi：Ai→ℜを決定す
る。しかも、エージェントの努力に関する不効用関数vi(ai)は、各エージェントの努力ai=0、
ただし、i=1\nについて、vi(0)=0であり、また、努力ai>0について厳密に凸の増加関数
であり、連続微分可能とする。他方、貨幣所得に関する効用（関数）mi(si)は、報酬について厳
密に凹の増加関数であり、連続微分可能とする。
　本稿の目的は、Holmström（1982）がしたように、エージェントが、パートナーシップにおい
て、非協力ゲームをプレイするとき、エージェントの行動をパレート最適なナッシュ均衡に導く
報酬配分法があるかどうかを確かめることである。すなわち、次に示すような均衡予算制約（2）
式の下で利得配分を行う非協力ゲームが（各エージェントが（3）式を最大化するゲームが）、パ
レート最適な条件を満たすナッシュ均衡a*を持つかどうかを問うことである。私たちは、次節
以降で、本稿のモデルに固有の利得関数を定義することで、このことを問うことになる。しかし
ながら、先に言及したように、本節では、まず、Holmström（1982）において、この課題がどの
ように議論され、どのような結論が得られているのかを考察することから始めることにする。
　Holmström（1982）モデルにおいて、パートナーシップ企業の特徴である均衡予算制約は、公
式的に次のように表されている。

（2）

また、パートナーシップにおける非協力ゲームを、均衡予算制約の下で、各エージェントが利得
関数を最大化する行動として表す。このとき、各エージェントの行動は次のように表される。
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（3）

私たちは、各エージェントが均衡予算制約（2）式の下で、自らの利得を最大化する非協力ゲームを
プレイするときのナッシュ均衡a*が、パレート最適を満たす条件を次のように示すことができる1。

条件 1．（a）すべてのエージェント iについて、Eui(s̃i, ãi)≥Eui(si, ai* )であり、また、（b）あ
るエージェントについて、Euj(s̃j, ãj)>Euj(sj, aj*)であるような努力レベル ãおよび報酬配分
ルール s̃が存在しないとき、a*はパレート最適を満たすナッシュ均衡である。

　Holmström（1982）では、貨幣所得にともなう効用に関して線形（貨幣所得に関してリス
ク中立的であること）が仮定されている。すなわち、mi(si)＝siとしているので、私たちは、
Holmströmがしたように、エージェントの行動（利得最大化行動）を次のように簡単化できよう。

（3a）

また、Holmströmは、モデルにおいては、均衡予算制約および利得関数の線形性を用いて、条件
1よりも簡単にパレート最適の条件を述べている2。それは、次のとおりである。

（4）

この簡略化された利得関数およびパレート最適の条件の下では、次の定理が成立する。定理 1
は、（2）、（3a）、および、（4）式の非斉合性の理解を任意の配分ルールのケースにまで拡張した
ものである3。

定理 1．（Holmström（1982）定理 1）．均衡予算制約（2）式の下で、非協力ゲーム（3a）式の
ナッシュ均衡a*を満たすパレート最適な配分ルールsi(q)は存在しない。

証明．まず、si(q)、ただし、i=1\n、を均衡予算制約（2）式を満たす任意の配分ルールと
する。私たちは、このとき、（利得最大化行動）非協力ゲーム（3a）式のナッシュ均衡a*がパ
レート最適であると仮定したとき、この仮定が矛盾することを示す。
　ナッシュ均衡の定義より、次のことがいえる。

（5）

{ l}をq(a*)に収束する厳密に増加する実数の数列とする。{ail}、i=1\n、を対応するn個

1   このモデルでは、生産に関して何の不確実性も存在しないので、条件 1を期待効用関数で記述する必要
はないように思える。しかし、このような形式で記述することは、ランダム化の可能性をともなう報酬
配分ルールの下では許されるであろう。

2   このパレート最適の条件は、均衡予算および線形効用関数という特殊条件の下でのみ満たされるもので
あり、しかしながら、一般的には成立しない

3   本稿の定理 1はHolmströmの定理 1（1982, p. 326）である。簡略化された利得最大化行動（3a）式および
パレート最適の条件（4）式の下でのHolmströmの証明については、Appendix A.1を参照しなさい。また、
定理 1の直感的な理解については、Appenndix A.2を参照しなさい。
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の数列とする。ただし、次のことを満たすものとする。

（6）

a int A、qi′(a 0、しかも、q(a)は厳密に凹の増加関数であるので、数列{ail}は都合よく定
義されるものとする（もし、必要ならば、十分に大きな lからスタートできるものとする）。パ
レート最適の条件（4）式より、vi′(ai*)=qi′(a*)、ただし、i=1\n、が満たされるといえる。そ
こで、（6）式を使って、これを書き換えると次のように表せる4。

ただし、h→0のときo(h)/h→0である。（5）式に上式を代入し、（6）式を使って整理すると次
の式を得る。

（7）

（7）式を iについて合計し、さらに、均衡予算制約（2）式を使って右辺を整理すると次の式を
得る5。

ところが、これは次のように書き換えることができる。

（8）

ただし、h→0のときo(h)/h→0であることを思い起こしなさい。また、このとき、ail<ai*であ

4  パレート最適の条件は次のように表すことができる。

  ただし、h→0のときo(h)/h→0である。したがって、最後の式の右辺の第二項は、ailがai*に収束すると
き、ゼロである。

5  任意の配分ルールは均衡予算制約を満たすので、 i si(q(a))=q(a)である。ailがai*に近い値をとるとき、
si

l)=si(q(ai
l, a-* i))=si(q(ai*, a-* i))となり、 i[si(q(a*))-si

l)]=0が明らかとなる。
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り、q(a)が厳密に凹の増加関数からqi′(a*)>0であるので、括弧の中の第一項は厳密に正である。
lを十分に大きくとることができるので第二項がゼロに近くなることから、第一項が支配的とな
る。ところが、このとき、左辺は正となるので（8）式は矛盾する。したがって、a*をナッシュ
均衡と仮定したことが矛盾を引き起こすことになる。かくして、a*はナッシュ均衡となり得な
い。 □

　私たちが均衡予算制約（2）式を主張する限り、しかも、また、外部性（qi′≠0）が存在する
とする限り、効率性を達成することができない6。不確実性が存在する場合、あるいは、（不確
実性が存在しなくても）フリーライドできる場合、エージェントは非効率的行動を選択し、目標
業績からはずれたとしても、それを隠すことができ、処罰を免れることができる。そればかり
か、自らの怠業のコストを負担せず、しかも、便益の配分に預かることができる。したがって、
私たちは、エージェントがこの統御不能を利用しようとするインセンティブを持つことを完全に
排除することはできない。
　その結果、労働者企業ないしパートナーシップ企業のようなクローズド組織（均衡予算制約を
持つ組織）では、フリーライダー問題が生じ、努力を非効率的レベルでしか供給しない事態が生
じることになる7。したがって、均衡予算制約と負の外部性の特徴を持つパートナーシップ企業
におけるフリーライダー問題を回避するためには、均衡予算制約（2）式を緩和する必要がある。
そこで、私たちは、ここで、次のような不均衡予算制約を考えることにする。

（9）

これまでの議論からわかるように、この新たな不均衡予算制約条件の下で、効率的ナッシュ均衡
が存在する可能性がある。

定理 2．（Holmström（1982）定理 2）．不均衡予算制約（9）式の下で、パレート効率的なナッ
シュ均衡a*に導く実行可能な配分ルールsi(q)≥0、ただし、i=1\n、の集合が存在する。

証明．不均衡予算制約（9）式を持つ、次のような配分ルールを仮定する。

（10）

6   この結論は直感的に理解できる。それは、一人のチーム・メンバーが、彼の努力レベルを低下させるな
らば、彼は、努力を低下させたことによる便益のすべてを（一人で）享受し、他方、彼の低い努力によ
るアウトプットの低下というコストは、他のすべてのチーム・メンバーにより負担されるということで
ある。

7   この観察がAlchian and Demsetz（1972）の企業理論の出発点となっている。また、彼らはパートナーシッ
プの非効率が組織形態の変化を引き起こすことを主張している。そして、十分な努力の供給を保証する
ためには、企業はエージェントの行動を監視するプリンシパルを雇用すべきであり、さらに、プリンシ
パルは、彼が適切な職務インセンティブを持てるよう、企業の純利益に対し請求権を持つことを許され
るべきであるとしている。このような制度はパートナーシップ企業を資本主義企業に変えることになり、
同時に、効率を約束することになる。そこでは、監視者があたかも所有者のように有効に機能する。
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ただし、biは i bi＝q(a*)で、しかも、bi>vi(ai*)>0を満たすものとする。私たちは、パレー
ト最適の条件（4）式より、 i(bi-vi(ai*))>q(0 vi(0)=0であることを知っているので、こ
のことは可能である。したがって、グループ・ペナルティをともなう配分ルールsi(q)は、エー
ジェントをパレート最適ai*に導くことを保証することになる。しかも、この配分ルールの下で
は、エージェント iがパレート最適ai*を逸脱する（ai<ai*をとる）とき、必ずペナルティ賃金
（0<bi）が支払われるため（エージェントの効用は0-vi(ai)≤0<bi(ai*)-vi(ai*)となるので）、ai*
は効率的ナッシュ均衡を保証するものとなる。 □

　均衡予算制約（2）式を緩和する目的は、すべてのエージェントの行動を取り締まるに十分な
グループ・ペナルティを許容することである。この配分ルール（10）式のシェーマは個人の初期
賦存の制約を満たしており、しかも、チームの規模と無関係に機能することは言及しておくべき
であろう。ただし、これは確実なケースに特徴的なことである。
　（10）式のような配分シェーマは、労働者チームに対する契約のタイプである。通常、このよ
うなタイプの契約は固定賃金と目標達成のときに支払われるグループ・ボーナスから構成される
（報酬配分ルール（10）式の離散値（biおよびゼロ）をボーナスないしペナルティとみなすかど
うかは重要なことではない）。グループ・ペナルティの極端な例は企業の取締役会の解散などが
挙げられよう。
　動学的な背景において、（10）式に示されたグループ・ペナルティは協働を中断することに対
する脅迫として理解される。しかし、そのようなグループ・ペナルティ（制度の運用）が労働者
チームの自主管理に委ねられるのであれば、ペナルティを実行する際に問題が生じる。例えば、
チーム生産において、不幸にして、効率的生産q(a*)をわずかに下回る水準で生産が行われたと
仮定する。このとき、いかなるチーム・メンバーも、事後的に、それらの生産物のいくらかも無
駄に処分してしまうことに毛頭関心がないであろう。したがって、ペナルティが実行されること
なく、全アウトプットがチーム・メンバーに配分されるのであれば、均衡予算制約の状況に逆戻
りし、フリーライダー問題が再び生じることになる。ゲーム論的にいえば、自主的ペナルティ
は、Selten（1975）の意味で、不完全均衡となるのである。
　ペナルティ（制度）の執行問題はチームにプリンシパルを導入し、彼に不均衡予算の配分ルー
ルの残余権を与えることで解決することができる。プリンシパルは、何らかの理由で生産物が適
切なレベルで生産されなかったとしても、エージェントと配分ルールについて再交渉をすること
はない。また、プリンシパルはいかなる（観察できない）努力も供給することはない。さもなけ
れば、フリーライダー問題は解決されないままとなることを指摘しておこう。
　当然、（10）式で示した配分ルールは、均衡予算制約（2）式を緩和した下でのフリーライダー
問題の解の一つである。別の解として、各エージェントがq(a*)を前払いし、そして、si(q)=qを
受け取るような社債（bonding）が考えられる。しかし、この方法はエージェントの初期賦存量
に制約があるとき、実行不能であるかもしれない。ここでの焦点は、グループ・ペナルティが唯
一の有効なシェーマであることを示すことではなく、むしろ、不均衡予算は外部性を協働生産か
ら中立化する本質的な制度であることを示すことである。プリンシパルの主たる役割はAlchian 
and Demsetz（1972）の論文のようにエージェントを監視することより、むしろ、（エージェント
を管理する）インセンティブ制度をより信頼できる方法で執行することである。インセンティブ
制度を管理する際、資本主義企業がパートナーシップ企業よりも優位である理由は、資本主義企
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業が、クローズド・システム（予算均衡型組織）では実現不能なスキームを採用できるためであ
る。そして、このことは、それぞれの組織形態が持つ内部監視機能の優劣とは無関係である。ち
なみに、組織の監視機能という視点だけからみたとき、二つの組織形態の一方が、他方に比して
より比較優位を持つということはない。
　外部性が存在するとき、均衡予算と効率性が矛盾するというテーマは確かに新しいものではな
い。公共財におけるフリーライダー問題の解はGrovesシェーマ（Groves, 1973）により与えられ
ている。ここでは、Grovesの解は不均衡予算制約の下においてのみ可能であることを述べておく。
すなわち、Grovesの解は（例外的なケースを除いて）、定理 1において述べたように、均衡予算
制約の下において、かならず非効率になるというものである8。

3．効率的均衡予算契約

　本節では、利得関数が（3a）式ではなく、（3）式で与えられるとき、定理 1はもはや真でない
ことを示す。また、チーム・メンバーがリスク回避的であるとき、しかも、また、彼らが（ペナ
ルティ賃金に耐えるほど）十分に裕福であるか、あるいは、十分にリスク回避的であるならば、
効率的均衡予算契約が存在することを明らかにする。
　次に示すような契約の下では、パラメータωおよびθのある値について、a*は効率的ナッ
シュ均衡となる。その契約とは、次のようなものである。
（1）  アウトプットqが効率的生産q(a*)に等しいとき（q＝q(a*)のとき）、エージェント iは、

均衡予算制約、および、条件 1を満たすような報酬biを享受する。
（2）  アウトプットqがq(a*)を上回るとき（q>q(a*)のとき）、各エージェント iに報酬biが

配分された後、さらに、その余剰分はすべてのエージェントに均等に配分される。
（3）  アウトプットqがq(a*)を下回るとき（q<q(a*)のとき）、ある一人のエージェント

jを選び、彼に jを支払う。さらに、残りの（n-1人の）エージェント iに報酬
bi+(bj j-q(a*)+q)/(n-1)を支払う。

bj j-q(a*)+qは、不運なエージェント jの均衡賃金によって、および、均衡において、彼が限
界生産物以上の報酬を得ているかどうかによって、ゼロより大きくも小さくもなり、したがっ
て、また、幸運なエージェントの報酬は誰もが怠業しなかった場合の報酬より大きくも小さくも
なる。
　先のケース（1）および（2）では、均衡予算制約を満たしている。すなわち、総報酬と総アウ
トプットは厳密に等しいことが明らかである。しかし、ケース（3）で、均衡予算制約が満たさ
れるかどうかを確かめておこう。
　アウトプットがパレート最適以下のときの総報酬は（11）式の右辺のように表される。私たち
は、まず、n-1人の幸運なエージェント iに支払われる追加報酬、すなわち、右辺の第三項 (bj+

j-q(a*)+q)/(n-1)をみてみよう。この項がゼロ以上あるいはゼロ以下であるかは、不運な
エージェント jへのペナルティ iおよび均衡において彼に支払われている報酬bjが努力の限界

8   外部性を解決するための不均衡予算のアイディアは財産権に関する多くの論文にみられる。これは特に
社債（bonding）の解において真である。Green（1976）の分析の一部はここでの議論と最も関連が深い。
しかし、その議論の背景と焦点は異なる。
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生産物以上に支払われているかどうかに依存する。したがって、幸運なエージェント iは、チー
ム・メンバーが誰も怠けていないときの報酬以上を受け取るかもしれないし、そうでないかもし
れない。
　しかしながら、結局のところ、アウトプットがパレート最適レベルq(a*)を下回り、不運な
エージェント jがペナルティ報酬を支払われるとき、n人のエージェントの総報酬は次のように
表される9。

（11）

したがって、ケース（3）でも均衡予算制約を満たすことになり、この契約そのものが均衡予算
契約となる。
　そして、ここに提示された契約報酬は、他のすべてのエージェントが効率的努力レベルを選択
するという信念を持つ当該エージェント iについて、次のように表すことができる。

（12）

ただし、ziは、エージェント j、j=1\n、j iについて、確率1/(n－1)で値 (bj＋ j－q(a*)
＋q)/(n－1)をとる確率変数である10。チーム・メンバーはパレート最適な努力レベルai*で生産
に従事し、報酬biを支払われることを選ぶか、あるいは、それよりも低い努力レベルai<ai*で生
産に従事し、ギャンブル報酬を支払われることを選ぶかを決める。ギャンブル報酬とは確率1/n
で iを支払われるか、確率 (n-1)/nでbiプラス不運なメンバーの所得（ j）および均衡報酬
（bj）から過小生産分（q(a*)-q）を控除したものを均等に分割した額（zi）が支払われる報酬で
ある。
　私たちは、ここで、（12）式のbiの項を、 i bi=q(a*)を満たすように、さらに、siをbiで置き
換えたとき、それが条件 1を満たすように選択する。
　したがって、このとき、他のエージェントの効率的努力レベルを所与とした下で、エージェン
ト iはai*以上の努力を執行しようとはしないであろう。ここに記述した契約の下では、ai*を越え
た努力を投入したとき、他のすべてのエージェントの効用を改善することになるならば、a*は
パレート最適な努力レベルではないからである。
　本稿では、この結論を暗黙裏に継承し、効率的ナッシュ均衡が達成されることを証明する際
に、効率的レベルより低い努力のみを問題にすることにする。

9  i j bi+bj i bi=q(a*)であるので、次のことが言える。

 

10  エージェント iが幸運にもペナルティ報酬を免れるとき、残りのn-1人のエージェント j、j=1\n、
j iについて、誰かがペナルティ報酬を課される。したがって、（ペナルティ対象者 jより罰金が取り立
てられ、エージェント i、ただし、i j、に再配分される）ziは、j=1\n、j iについて、確率1/(n-1)
で生じることになる。したがって、ziの項は期待値を表している。
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　このような状況において、エージェント iはナッシュ均衡から逸脱した怠惰な行動 âi 0, a*]
を選択する誘惑に駆られるかもしれない。すなわち、（12）式で示したように、「逸脱行為がみら
れたときギャンブル報酬」を支払う契約においては、他のエージェントがa-* iを選択する下で、
しかも、エージェント iが逸脱行動を行うことは、彼の効用を最大化するかもしれない。もし、
エージェント iが逸脱行動を行使すると決定したとき、可能な限り最小の努力を選択するなら
ば、そのとき、âi=0がとられることになる。しかし、エージェント iは、これよりは高い努力レ
ベルを選択するかもしれない。なぜなら、確率 (n-1)/nで、彼の金銭的報酬は投入努力の増大
にともなうアウトプットの拡大とともに上昇するからである。このとき、契約（12）式の下で、
エージェント iの最適（逸脱）行動問題は次のように表される11。

（13）

最適（逸脱）行動問題（13）式の目的関数は努力レベルに関して凹関数である。なぜなら、
m″i≤0、v″i>0およびq″<0であるからである。このように、エージェントの目的関数（13）式
の凹性を所与としたとき、この古典的な最大化問題は、一意的な解 âiが存在する。
　エージェントが効率的努力レベルを選択するよう企図するには、効率的努力レベルai*を選択
したときの効用と逸脱努力レベル âiを選択したときの効用の差Yiが、他のすべてのエージェン
トが効率的努力レベルa-* iを選択することを前提としたとき、エージェント iにとって、正でな
ければならない。それは、次のように表すことができる。

（14）

命題 1．エージェントがリスク回避的であるならば、（a）ペナルティが十分に大きいか（ iは
すべてのエージェント iについて十分に大きいか）、あるいは、（b）リスク回避度が十分に大き
いか（ iがすべてのエージェント iについて十分に大きいか）のいずれかであれば、効率的均衡
予算契約が存在する。

証明．ここでは、不等式（14）式が二つの条件（ペナルティ報酬が大であるのか、エージェント
のリスク回避度が大であるのか）のいずれかを満たしていることを仮定する必要がある。そこ
で、まず、リスク回避度を一定にし、 の項が十分に大きいと仮定し、均衡予算契約（12）式の
下で、a*がナッシュ均衡であることを示す。
　効用の差を表す不等式Yiを、有限責任限度 iに関して偏微分する12。

11  エージェント jが怠業したとしても、実際に、（ペナルティ賃金が支払われる）不運な、あるいは、（ペナ
ルティ賃金を回避する）好運なエージェントはn人の誰であるかは、事前にはわからない。エージェン
ト iが、確率1/nで、不運なエージェントになるときは、第三項の報酬 iが支払われ、また、彼が、確
率 (n-1)/nで、好運なエージェントになるときは、（不運なエージェント j, j i、は誰であるかわからな
いので）、zi bj j-q(a*)+q)/(n-1)の値は確定しない。したがって、第一項のmi(bi+zi)は期待オペ
レーターで表している。

12  不等式（14）式のE[mi(bi+zi)]の項に含まれるziは、（11）式から明らかなように、 jから構成されてい
るが、 iからは構成されていない。また、不等式（14）式の最後の項vi(â)に対する の変化の影響を無
視するために包絡線定理を使用する。
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（15）

さらに、二階の偏微分は次のようである。

（16）

ここで、（15）および（16）式はいずれも正であることがわかる。なぜなら、効用関数miは凹
の増加関数であるので、mi′>0、m″i<0となるからである。ここで、Yiは iの増加関数であり、
また、ある増加率で増加していくので、ある漸近値（asymptotic value）へ収束することはない。
したがって、もし、 iが十分に大きい値を取るならば、不等式（14）式が成り立つ。このこと
は、いかなるエージェント iにも適用できる。かくして、任意の iについて、a*が均衡努力レベ
ルとなるような iが存在するといえる。
　ここまで、有限責任限度額si iが制約されないものとしてきたが、もし、有限責任限度額
が制約されたとしても、彼らが十分にリスク回避的であるとするならば、効率的均衡予算契約が
存在する。先にみたように、Holmström（1982）では、効用は貨幣所得に対して線形、すなわち、
mi=siであるが、ここでは、miは貨幣所得に関して、（リスク回避的、すなわち）、次の関数で
与えられるとする。

（17）

ただし、Mは正の定数である。また、miは、貨幣所得に関してリスク回避的であり、さらに、
エージェント iの絶対リスク回避度が i>0で一定となるように定義されている。貨幣所得に対
する効用（17）式の絶対リスク回避度が一定であるとする重要性は、このパラメータの操作の簡
便性および微分可能性以外にはない。

図 1．エージェントの所得効用

　このとき、不等式（14）式は、（17）式より、また、契約条件（12）式の項ziより、次のよう
に表すことができる13。
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（18）

　リスク回避度 iが増加するにつれ、（18）式の右辺の第一項と第三項はゼロに近づく。さらに、
第二項は iに影響されない。しかも、第五項は âiが変化するとともに変化するが、その下限値
および上限値はそれぞれvi(0)およびvi(ai*)となる。それに、第四項 (1/n)(e i i)は iが増加する
につれ、指数級数的に増加する。この第四項の存在は、Yiが任意に大きな値をとることを可能に
する。特に、 iが十分に大きい値をとるならば、Yiはゼロ以上であり、したがって、生け贄契約
（12）式は、任意の iについて、効率的均衡予算契約であることができる。 □

図 2．不運なエージェントに対するペナルティ報酬

　Holmströmの不均衡予算契約と同様に、生け贄契約（12）式では、a*は必ずしも一意的ナッ
シュ均衡を生じないかもしれない。なぜなら、当該エージェントは、もし、他のエージェントが
非効率的努力レベルを選択すると予測するならば、a*を選択しないであろう。エージェント iの
反応は、低い努力レベルを選択するか、あるいは、逸脱行動をした他のエージェントを利するよ
うな、また、ランダムなペナルティ報酬を避けるようなより高い努力レベルで協働するかのいず
れかを選択するであろう。したがって、そこでは、他のナッシュ均衡が存在するかもしれない。
このナッシュ均衡では、あるエージェントの努力レベルは不十分であるかもしれないし、あるい
は、他のエージェントの努力レベルは過度の努力レベルであるかもしれない。しかし、このこと
は、a*が強い意味でのナッシュ均衡であることを否定するものではない。すなわち、当該プレー
ヤーが、任意のある均衡努力レベルから一人だけ逸脱することは、彼の効用を低下させることを
意味する。均衡予算契約（12）式は、エージェントのリスク回避性向に依存して、効率的均衡

13 （14）式に利得関数（17）式を代入すると次のことを得る。
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a*を達成しようとする多くの契約の一つに過ぎないことに注意しなさい。しかも、これらの多
くの効率的均衡予算契約の下では、均衡を逸脱するときのペナルティ報酬の設定が異なるばかり
でなく均衡結果も異なることに注意しなさい。

生け贄契約の問題点についての幾つかの議論．
私たちは、先の小節で生け贄契約をみてきた。しかしながら、この契約は、実際に怠業したエー
ジェントではなく、ランダムに抽出したエージェントを対象にペナルティ賃金を支払うため、法
的および倫理的観点からみて、現実可能性に疑問を抱かざるを得ない。そこで、ここで、このこ
とについて簡単に触れておくことにする。
　先の小節でみた生け贄契約（12）式の下では、グループの最終業績が、エージェントの努力レ
ベルがナッシュ均衡を逸脱しているのを示すのであれば、いずれかの不運なエージェントがリ
スクを負担することになる。均衡を逸脱する行動による生産水準の低下が、不運なエージェント
に科せられたペナルティ bi i以上に減少しないのであれば、事後的に、その逸脱行動は不運な
エージェント一人だけの効用を低下させ、他のすべての幸運なエージェントの効用を改善するこ
とになる。しかしながら、私たちは、ランダム・ペナルティには倫理的に受け入れがたい側面が
あることを認めざるを得ない。ところが、このランダム・ペナルティは、不確実性を持つトーナ
メント契約の下でのペナルティと類似のものである。すなわち、不確実性の下でのトーナメント
契約では、大多数の人はランダムな事象に条件付けられたペナルティを公平であると感じてい
る14（むしろ、しかたがないと思うのである）。
　このことについては（生け贄の選択のランダム性については）、さらに、次のことが言えるか
もしれない。もし、エージェントの努力が観察可能であるならば、たとえ、測度エラーがあった
としても、それはペナルティを科す基準として用いることができる。しかしながら、努力の測度
エラーが高い分散を持つとき、（グループ成果が低いことは確認できるが、どのエージェントの
怠業によるのかわからない状況では）、間違って、逸脱行動をしていないエージェントを、たび
たび、罰することになる。しかし、このことは、この種の契約の有効性を減じるものではない。
低いアウトプットは、単に、ペナルティを科すためのいいわけに過ぎない。確かに、逸脱行動を
したエージェントがペナルティを科せられる確率は、他のエージェントより、ほんの少しだけで
あるが、高いかもしれない。それは、測度エラーの分散の大きさに依存するが、ペナルティは多
かれ少なかれランダムに科されることには違いがない。本稿のモデルでは、測度エラーの分散の
大きさを無限大としているので、ペナルティの科しかたは完全に気まぐれである。
　私たちは、先に、生産にともなう不確実性がないと仮定した。この仮定を踏襲したとき、努力
の測度エラーが生じたとしても、均衡においては、いかなるペナルティも生じないことを知っ
ている。それは、ペナルティ配分は、観察されたエージェントの努力レベルをもとに決められる
が、実際のペナルティ配分の行使は、チーム・アウトプットの達成水準をもとに決められるも
のであるからである。すなわち、均衡でのアウトプットq(a*)が達成され、同時に、測定された

14  同じ職種の同じ地位の従業員がトーナメント昇進の対象になっている場合を考えてみよう。対象になっ
ている個人が昇進できるかどうかは、当該個人の能力および達成した業績の他に、（好ましいことではな
いが）、人間関係、デモグラフィックな特性により影響を受ける。これは、テニス等のスポーツの試合と
同様に、試合の勝ち負けは、プレーヤーの技能の他に、風向き、日差し、審判の判定の正確さなどによ
り影響を受けるのと同様である。
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エージェントの努力が均衡努力を下回ったとしても、それは、測度エラーによるものと理解さ
れ、ペナルティ配分が実施されることはないであろう。
　しかしながら、エージェントの努力が観察可能であるが測度エラーをともなうとき、たとえ、
エージェントがリスク中立的であっても、ある条件の下では、均衡予算契約が最適解を達成する
よう設定することが可能である。しかし、このことが成り立つためには、測度エラーの分布の
形状が問題となる。ただし、測度エラーの分布に依存しない最適均衡予算契約の一つの可能性と
して、観察努力レベルが効率的努力レベルに最も近いエージェントに、全アウトプットを与える
方法が考えられる。このような報酬ルールは、チーム契約よりもトーナメント契約に近い。この
トーナメント契約では、（均衡外報酬だけでなく）均衡報酬においてもばらつきが大きいため、
結局、エージェントがリスク中立的であることに大きく依存せざるを得ないのである。
　これは、先に述べたことであるが、不均衡予算契約に著しく不満足なのは、契約が履行されな
いとき、生産物のすべてを廃棄しなければならないという完結性の問題について疑念が残るた
めである。ランダム・ペナルティ契約は、幾分なりとも、この完結性の問題を改善できるのであ
ろうか。先にみたように、Holmströmの不均衡予算契約およびランダム・ペナルティ契約の両契
約とも、低アウトプットが観察されたとき、すべて（あるいは、一部）のエージェントにペナル
ティ賃金を課し、エージェントの効用を低下させることで、怠業を抑止しようとする。とりわ
け、グループ・ペナルティ（すべてのチーム・メンバーにペナルティ）を科す不均衡予算契約
は、このことが顕著である。このため、不均衡予算契約では、低いアウトプットが観察され、ペ
ナルティが行使される前に、ペナルティ契約を破棄し、確定的配分ルールに戻るならば、すべて
のエージェントは効用を改善することができ、結局、生産物の廃棄という完結性の問題は完全に
は解決されないことになる。他方、ランダム・ペナルティ契約の下では、実際にペナルティが科
される事態が生じたとき、事後的に、ある幾人かのエージェントは効用を改善するかもしれな
い。かくして、効用が改善するエージェントはいかなる再契約（再配分契約）にも反対するであ
ろう。このような背景を持つランダム・ペナルティ契約は、この廃棄処分の不完結性（再契約の
可能性）が生起することを幾分なりとも抑止する可能性があることを示唆するものといえる。
　そこで、私たちは、次に、ランダム・ペナルティ契約において、再契約を抑制できる一つの方
法を提案することにする。それは、低いアウトプットが観察されたならば、エージェントが再契
約に走る前に、即座に、しかも、自動的にペナルティを科すエージェントを決めてしまうことで
ある。ひとたび、（生け贄となる）犠牲者が選ばれたならば、効用が改善するかもしれない他の
エージェントはいかなる再契約もブロックするであろう。通常、エージェントが努力レベルを選
択する時期と努力のアウトプットである産出物が観察される時期とには、時間的ずれがある。こ
のような状況においては、ペナルティが確実に履行されるよう操作することは簡単である。すな
わち、この二つの期間の間に、将来起こりそうなペナルティを、くじを発行して引き受けてもら
うことである。もし、このくじに反対するエージェントがいるとしたならば、彼はおそらく逸脱
行動を行ったに違いない。なぜなら、均衡においては、ペナルティは実行されないので、くじは
何の実害も与えないからである。したがって、このとき、締結されるべきランダム・ペナルティ
契約は、この廃棄処分の不完結性（再契約の可能性）が生起することを幾分なりとも抑制するも
のとなろう。
　Holmströmは、もし、チームがマネージャーを雇用するならば、そして、彼が唯一の機能であ
る残余請求権者として振る舞うのであれば、不均衡予算契約の持つ完結性の問題は解決される
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としている。効率的生産水準以下のアウトプットはマネージャーに、莫大な報酬をもたらす。し
たがって、彼は、エージェントといかなる再契約にも応じようとはしないであろう。この考え方
は、マネージャーがプリンシパルとしてではなくエージェントの中のエージェントとして描かれ
ている点が、とりわけ、興味深い。彼の真の役割は、「公僕」であることである。しかし、この
ことは、新たなエージェント問題を引き起こすことになる。すなわち、マネージャーはエージェ
ントに対しペナルティが発動されるよう、アウトプットの低いレベルを探索することに熱心にな
り、本来の、単なる残余請求権者の役割を逸脱してしまうからである。しかし、ランダム・ペナ
ルティ契約の枠組みは、確かに、複雑過ぎるきらいはあるが、このような危険とは無縁である。
　以上、生け贄契約に関する幾つかの論点をみてきたが、ランダム・ペナルティ契約は、現実の
報酬制度の中にも、この制度の特徴が盛り込まれていることが理解できる。例えば、トーナメン
ト契約のように、この制度が多少なりとも組み込まれた契約が倫理的に問題があるとは言いがた
いであろう。また、契約の履行可能性において、理論的に再契約をブロックできるため、不均衡
予算契約よりも確実性が高いことがわかる。したがって、ランダム・ペナルティ契約は、不均衡
予算契約よりは倫理的問題が少なく、しかも、現実可能性が高いと言えるかもしれない。

4．生け贄契約対連帯責任契約

　先に示したように、（ランダム・ペナルティ契約の一方の極端である）生け贄契約の下では、
効率的生産水準より低いアウトプットが観察されたとき、一人のエージェントが生け贄（／ス
ケープ・ゴート）として選ばれ、他のすべてのエージェントが彼をスケープ・ゴートとして便益
を得ることになる。ランダム・ペナルティ契約の特性を持つ契約の族の中で、もう一方の極端と
して挙げられるのが、連帯責任契約である。そこでは、効率的生産水準以下のアウトプットが観
察されるとき、ランダムに抽出したただ一人のエージェントに成果のすべてを与え、他の残りの
すべてのエージェントにペナルティ報酬を課す契約である。私たちは、連帯責任契約が、限界責
任の限度パラメータ およびリスクの回避度パラメータ のとりうる集合の範囲が、生け贄契約
およびその他のランダム・ペナルティ契約の族のそれより厳密に大きいという意味で、優れてい
ることを次に示すことにする。ただし、私たちは、ここでは、（表記に用いる記号が増えるだけ
でモデル上の意味および結論はほぼ変わらないので）、先の節でしたように、エージェントが異
質的であると仮定することをせず、エージェントは同じ効用関数および同じ限界責任限度を持つ
とすることで、二節、三節でみたモデルをより単純化することにする。
　エージェントが同質的であると仮定すると、先にみた生け贄契約（12）式は次のように簡単化
できる。

（19）

この生け贄契約の下で、努力レベルのベクトルa*がナッシュ均衡となるのは、努力水準a*を選
択したときの効用が、最適な逸脱行動を選択したときのそれよりも大きい場合に限られる。すな
わち、次のことが満たされるとき、努力水準a*はナッシュ均衡となる。
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（20）

ただし、âsは、生け贄契約の下で、他のエージェントが効率的努力レベルを選択するという信
念の下、当該エージェントのみが逸脱行動をとるとき、彼が選択する（最適）努力レベルであ
る15。そして、また、qs q(âs, a-* i)である。âsの存在および一意性は、三節の逸脱行動の最大化
問題（13）式における âiの存在に関する同様の議論から、すなわち、新たな生け贄契約におけ
る逸脱行動の最大化問題の目的関数（（20）式の第二項）が凹関数であることから、明らかであ
る。
　他方、連帯責任契約は、エージェントが同質的であると仮定すると、次のように表される。

（21）

この連帯責任契約の下では、努力レベルのベクトルa*がナッシュ均衡となるのは、a*を選択し
たときの効用が、最適な逸脱行動を選択したときのそれよりも大きい場合に限られる。すなわ
ち、次のことが満たされるならば、a*はナッシュ均衡である。

（22）

ただし、âmは、連帯責任契約の下で、他のエージェントが効率的努力レベルを選択するという
信念の下、当該エージェントのみが逸脱行動をとるとき、彼が選択する（最適）努力レベルであ
る16。そして、また、qm q(âm, a-* i)である。âmの存在および一意性は、三節の逸脱行動の最大
化問題（13）式における âiの存在に関する同様の議論から、すなわち、新たな連帯責任契約にお
ける逸脱行動の最大化問題の目的関数（22）式の第二項が凹関数であることから、明らかである。
　ここでは、生け贄契約ないし連帯責任契約の他に、（明示的に言及されていない）他のランダ
ム・ペナルティ契約も考慮に入れるが、それらは、生け贄契約ないし連帯責任契約と同様に、
エージェントを同質的とみなす契約の族であるとする。さもなければ、逸脱行動からの期待効用
の変化が最も高くなるようなあるエージェントが存在することになり、その結果、彼が最適解が
達成されるかどうかを左右する一人の重要なエージェントとなってしまうからである。したがっ
て、逸脱行動を選択することが多大な報酬をもたらすようなエージェントに対しては、均衡にお

15  三節の逸脱行動の最大化問題（13）式の目的関数と同様、次に示した新たな生け贄契約（19）式におけ
る逸脱行動の最大化問題の目的関数は、mi″≤ 0、vi″>0およびq″<0を仮定しているので、努力に関して
凹関数である。したがって、この最大化問題の解 âsは一意的である。

16  三節の逸脱行動の最大化問題（13）式の目的関数と同様、次に示した連帯責任契約（21）式の下での逸
脱行動の最大化問題の目的関数は、mi″≤ 0、vi″>0およびq″<0を仮定しているので、努力に関して凹関
数である。したがって、この最大化問題の解 âmは一意的である。
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ける報酬を増大させることで、逸脱した場合の損失が大きくなるようにするか、あるいは、逸脱
行動が選択されるとき、当該エージェントのペナルティを増大させる一方で、他のエージェント
のペナルティを軽減するような報酬シェーマにしなければならない。この極端な操作手続きを実
行することで、ランダム・ペナルティ契約は、各エージェントに等しい均衡報酬を用意し、逸脱
行動に対し同じ期待不効用を負担させる、いわゆる、対称契約となりうるのである。
　さて、ここで、連帯責任契約が、生け贄契約ないし他のいかなる均衡予算契約（ランダム・ペ
ナルティ契約）よりも、より広範囲のパラメータ値について、効率を達成できることを示す。

命題 2．任意の均衡予算契約がパレート最適を達成することができるならば、そのとき、連帯
責任契約も、同様に、パレート最適を達成することが可能となる。

証明．パレート最適の下では、いかなるエージェントも均衡努力レベル以上の努力を選択するな
んのインセンティブも持たない。したがって、アウトプットは効率的生産レベルq*を越えるこ
とはない。そこで、各エージェントは、ランダム・ペナルティ契約において、次の二つのオプ
ションのいずれかを選択することを迫られる。そのひとつは、均衡努力を投入し、報酬q*/nを
得るというオプションであり、他方、もうひとつは、これより低い努力を投入し、契約に定め
られたくじを引くというオプションである。例えば、このくじは、生け贄契約においては、（均
衡努力より低い努力を投入し）、契約に規定された分布 (n-1)/nで報酬 (q n-1)を獲得し、
また、分布1/nで報酬 を獲得する偏差くじを引くことで、より小さい期待報酬（／平均）
qs/n、ただし、qs q(âs, a-* i)、を獲得するというオプションである17。さらに、また、例えば、
このくじは、連帯責任契約においては、（均衡努力より低い努力を投入し）、契約に規定された
分布 (n-1)/nで報酬 を獲得し、また、分布1/nで報酬q+(n-1 を獲得する偏差くじを引
くことで、より小さい期待報酬（／平均）qm/n、ただし、qm q(âm, a-* i)、を獲得するという
オプションである18。くじの種類によってアウトプットの実現値 (qs, qm)が異なるのは、各エー

17  生け贄契約において、均衡努力より低い努力が投入されるとき、エージェントは、契約に規定された分
布 (n-1)/nで報酬 (q n-1)を獲得し、また、1/nで報酬 を獲得する。したがって、このときの
期待報酬は、次のようである。

  これは、連帯責任契約の期待報酬と同値である。ただし、より小さな確率変数の値 に小さい確率1/nが付
与され、逆に、より大きな確率変数の値q に大きな確率 (n-1)/nが付与されていることに注意しなさい。

18  連帯責任契約において、均衡努力より低い努力が投入されるとき、エージェントは、契約に規定された
分布 (n-1)/nで報酬 を獲得し、また、1/nで報酬q+(n-1 を獲得する。したがって、このときの
期待報酬は、次のようである。

  これは、生け贄契約の期待報酬と同値である。ただし、より小さな確率変数の値 に大きな確率 (n-

1)/nが付与され、逆に、より大きな確率変数の値q+(n-1 に小さな確率1/nが付与されていることに
注意しなさい。
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ジェントがとる逸脱行動努力レベルが様々であるからである。しかしながら、これは証明には重
要な問題ではない。
　連帯責任契約の優位性は、（より小さな確率変数の値に最大の確率 (n-1)/nが付与されている
ため）、逸脱行動が選択されたときのペナルティ報酬の生起確率が（いわゆる、リスク負担が）、
同じ契約の族の中で、最も高い契約であることである19。
　ここで、しばらくの間、次のことを仮定しよう。エージェントが逸脱行動を選択するとき、し
たがって、このとき、各エージェントは期待報酬（くじの期待利得）を獲得することになるが、
連帯責任契約の下での期待報酬と任意のランダム・ペナルティ契約kの下でのそれが同値である
としよう。期待報酬が同値であるならば、Rothschild and Stiglitz（1970）により定式化されたよ
うな一連の平均維持の分散拡大（mean-preserving spreads）の操作を加えることで、任意の契約k
におけるくじは連帯責任契約におけるくじへと変換することができる。すなわち、連帯責任契約
では、逸脱行動のときの報酬として、二つの報酬を用意している。ひとつは、可能な限り低レ
ベルの報酬 に最も高い生起確率 (n-1)/nを付与し、もうひとつは、可能な限り高レベルの
報酬q+(n-1 に最も低い生起確率1/nを付与している。他のいかなるランダム・ペナルティ契
約kも、連帯責任契約と比較したとき、最低報酬 よりも高い報酬にある正の生起確率を付与
し、さらに、最高報酬q+(n-1 よりも低い報酬にある正の生起確率を付与するような偏差く
じとなっているはずである（分布の台（support）が連帯責任契約のそれよりも内側に位置する）。
かくして、くじの期待値が同値であるならば、連帯責任契約の方が他の任意の契約kよりも高リ
スクの契約といえよう。なぜなら、連帯責任契約は、最低報酬 と最高報酬 q+(n-1 の中
間の利得（値）がゼロの確率（あるいは、小さな正の確率）となるように操作されたくじ、すな
わち、両極端の報酬の生起確率が高くなるよう操作されたくじであるからである20。
　厳密には、任意のランダム・ペナルティ契約kにおいて、逸脱行動のときのペナルティ報酬の
生起確率が離散型確率関数で表されるとき、次のような平均維持の分散拡大の操作を行うこと
で、任意のランダム・ペナルティ契約のくじを、連帯責任契約のくじに変換することができる21。

（23）

ただし、dおよび tは、 ≤ d≤q+(n-1 t≤q+(n-1 を満たすように定められ、し
19  一人以上のエージェントが逸脱行動を選択したとき、一人のエージェントを除き、他のすべてのエー
ジェントがペナルティ報酬を支払われる（罰金を課される）と言う意味で、連帯責任契約は、ペナル
ティ報酬の生起確率がもっとも高い報酬シェーマといえる。

20 平均維持の分散拡大とリスクとの関係についてはAppendix Bを参照しなさい
21  くじの平均維持の分散拡大の操作は、次のとおりである。すなわち、任意のランダム・ペナルティ契約に
おける報酬si(q d, q+(n-1 t、ただし、生起確率f(si)=p1 , p2 、ただし、(p1 p2+

1について、各報酬の生起確率をそれぞれ および だけ削減し、さらに、その削減分を、報酬
およびq+(n-1 の生起確率に、それぞれ付け替える。このとき、 f f(q+(n-1)

0であり、しかも、 d q+(n-1 t q+(n-1 d t=0であるなら
ば、平均維持を確保し台を広げる操作を加えたことになる。したがって、平均維持の分散拡大は、（操作
の対象となる確率変数mについて）、 m M f(m)=0および m M f(m)・m=0となるよう操作することと
いえる。



－ 19 －

かも、d、t、 および の値は次のことを満たさなければならない。

（24）

（25）

この具体的ケースでは、 m M f(m)は次のようになる。

また、この具体的ケースでは、 m M f(m)・mは、次のようになる。

したがって、元のランダム・ペナルティ契約kが、報酬ルールsi(q d, q+(n-1 t、た
だし、生起確率f(si)=p1 , p2 、ただし、(p1 p2 1、のとき、変換操作（23）式
は、次に示すように、（24）および（25）式を満たすことがわかる。

そして、また、

もし、ランダム・ペナルティ契約kのペナルティ報酬が連続の密度関数を持つとき、（23）式の
表記は不適切である。しかしながら、連続密度関数の場合でも、（分布の）台をより大きくした
望ましい平均維持分布をみつけることは比較的容易である。
　一連の平均維持の分散拡大の操作によって、任意のランダム・ペナルティ契約を連帯責任契約
へと変換できるので、Rothschild and Stiglitz（1970）の意味で、リスク回避的エージェントの期
待効用は、（くじがよりリスキーとなるので）、より低下することがわかる。均衡努力レベルa*
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からのいかなる逸脱行動も、（実際に契約に規定された）ペナルティ報酬（くじの期待値）を課
されることになるので、（リスク回避的な）エージェントの期待効用は、他のいかなるランダム・
ペナルティ契約の下でよりも、連帯責任契約の下でより低くなることがわかる。すなわち、逸脱
行動 âを選択するエージェントは、他の任意のランダム・ペナルティ契約kの下でよりも、連帯
責任契約の下でより低い期待効用を持つことになるといえる。
　逸脱行動を選択したときの努力レベルが等しいという一時的な仮定をひとたび緩和すると、契
約kは、連帯責任契約に比して、逸脱行動を抑止しにくくなる。なぜなら、エージェントは彼の
逸脱行動を âmから契約kのときに好ましい逸脱行動 âkへ変化させることで、彼の効用を増大さ
せることができるからである。連帯責任契約では、エージェントが（ペナルティを科せられる）
コストが（逸脱努力の軽減から得られる）便益より大きくなるように設定することで、十分では
ないにしろ、パレート最適を達成しようとしている。したがって、連帯責任契約は他のいかなる
ランダム・ペナルティ契約がパレート最適を達成する以上にパレート最適を達成できるといえ
る。 □

　命題 2は、直感的には、次のように理解できる。連帯責任契約においては、エージェントが逸
脱行動を選択するとき、彼により大きなリスクを課すことになる。これにより、リスク回避度
のより低いエージェントに対しても、その大きなリスク負担のため、逸脱行動を抑制させること
ができるというものである。したがって、連帯責任契約は、生け贄契約の下で逸脱行動を選択す
るタイプのエージェントに対しても、逸脱行動を抑止することができるかもしれない。また、そ
れゆえ、連帯責任契約はより頻繁に使用されると思われる。しかし、この利点は、また、これま
で取りあげてきたモデルの欠点を強調することでもある。すなわち、このモデルでは生産に関す
る不確実性が考慮されていない22。もし、アウトプットが非効率的生産レベルにあるとき、たと
え、投入された努力レベルが高水準であっても、連帯責任契約は、生け贄契約よりも、不慮の偶
然性による低アウトプットに対して、過度のペナルティ報酬（罰金）を課してしまうことになる
かもしれない。このとき、連帯責任契約のくじ報酬はもはや利点ではなくなってしまう。さら
に、これまで、全く触れなかったが、もし、効率的契約の下でさえ、ある非効率なナッシュ均衡
が存在し、非効率的生産レベルが生じる可能性がある。このとき、連帯責任契約は、他のいかな
るランダム・ペナルティ契約以上に強いペナルティ報酬を課してしまうため、この非効率的均衡
において、最悪の結果を招くことになるかもしれない。

22  連帯責任契約はトーナメントの勝者に報酬を与えることに等しく、また、生け贄契約はトーナメントの
敗者を罰することに等しい契約といえる。Nalebuff and Stiglits（1983）は多数のプレーヤーが参加し、し
かも、生産に不確実性がともなうトーナメントでは、敗者に対する処罰は勝者に対する報酬よりも優れ
ていることを示した（生け贄契約の方が優れていることを示している）。彼らのモデルは、生産の不確実
性が存在し、さらに、そこに多数のプレーヤーが参加するモデルを基本としているが、しかし、プレー
ヤーのリスク回避性向には依存していない。彼らの説明に拠れば、トーナメントがチーム生産における
ランダム・ペナルティと異なるのは、トーナメントでは、敗者への処罰は実際の観察どおりに生じるも
のであり、しかも、その直接的な不効用は、逸脱した努力レベルと見合うものでなければならないとい
うことである。
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5．結論

　複数のエージェントがリスク中立的であるより、むしろ、リスク回避的であるとするならば、
最適均衡契約を見つけることは容易であることを示した。均衡予算契約の下で、しかも、エー
ジェントがリスク中立的であるとき、Holmströmが指摘するように、パレート最適な契約は存在
しない。しかし、エージェントがリスク回避的であるとするならば、均衡予算契約を満たす最適
均衡契約は存在する。この最適契約は、Holmströmがリスク中立的エージェントに対して示した
不均衡予算契約に類似している。なぜなら、効率的生産レベルよりも低いチーム・アウトプット
が観察されるならば、いずれのランダム・ペナルティ契約も、（不均衡予算契約と同様に）、なん
らかのペナルティ報酬が支払われることになるからである。しかしながら、ここでの最適均衡契
約は、Holmströmと違い、（Holmströmでは、アウトプットを廃棄することですべてのエージェン
トに一様にペナルティを科すことになるが）、エージェントにくじを引かせることでペナルティ
の対象者を（ランダムに）決定するという点で異なる。もし、エージェントが十分にリスク回避
的であるならば、あるいは、ランダム・ペナルティを負担するリスクが十分に大きいならば、各
エージェントは、他のすべてのエージェントが効率的努力レベルを選択するという信念の下で
は、効率的努力レベルから逸脱することはない。逸脱行動に対し、ある一定のペナルティ報酬を
設定するランダム・ペナルティ契約の族は、生け贄契約および連帯責任契約を含め、様々考えら
れるが、そして、それらの契約の族は、ある一定のパラメータ値 および の下で、いかなるラ
ンダム・ペナルティ契約も、同じような結果をもたらすが、しかしながら、連帯責任契約は、リ
スク回避度がより低いエージェントを前提としたとしても、あるいは、限界責任の限度額を極端
に限定したとしても、最適解を容易に達成することができるランダム・ペナルティ契約であると
いえる。連帯責任契約は、ランダム・ペナルティ契約の族の中で、パラメータの許容度が最も高
い均衡予算契約といえるかもしれない。

APPENDIX A.1
　私たちは、ここで、Rasmusen（1984）の解説によるHolmström（1982）の均衡予算および不均
衡予算制約モデルを紹介する。まず、ゲームの前提から始める。
（1）プレーヤー
　　（ⅰ）均衡予算契約の場合：チームはn人のエージェントのみから構成されている。
　　（ⅱ）  不均衡予算契約の場合：チームは一人のプリンシパルおよびn人のエージェント

から構成されている。
（2）ゲームの情報
　　  　チーム生産に影響を及ぼすのはエージェントの努力のみであり、生産に関する不確実
性は存在しない。しかしながら、エージェントの努力選択は非対称情報である。それ以
外の情報、チーム生産および利得等は対称情報である。

（3）プレーの手順
　　　プレーの手順は、均衡予算および不均衡予算契約の両方において同じである。
　　（a）  チームはエージェント iに、チーム・アウトプットがqであるとき、報酬si(q)を支

払う契約を提示する。
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　　（b）エージェント iはこの契約を受諾するか拒否するかを決める。
　　（c）  エージェント iは、同時に、投入努力レベルai、i=1\n、を決め、その努力レ

ベルでチーム生産に従事する。
　　（d）その結果、チーム総生産q(ai, a-i)、a-i a1\ai-1, ai+1\an)、が決まる。
（4）ゲームの利得
　　（ⅰ）  均衡予算契約の場合：エージェントの一人でも契約を拒否すると、すべてのエー

ジェントの効用はゼロとなる。それ以外のとき、エージェント iの効用は、次の
ようである。

　　　　 u =si(q(ai, a-i))-vi(ai)　ただし、
n

i=1
si(q(ai, a-i))=q(a)

　　（ⅱ）  不均衡予算契約の場合：チーム・アウトプットがq(a)≥q(a*)のとき、エージェン
ト iの利得は、si(q)=bi、ただし、 i bi＝q(a*)、であり、他方、プリンシパルの
利得はゼロである。また、チーム・アウトプットがq(a)<q(a*)のとき、エージェ
ントの利得はゼロであり（si(q)=0であり）、他方、プリンシパルはチーム・アウ
トプットに対し残余請求権を持つ。したがって、エージェントおよびプリンシパ
ルの効用は次のようである。

<均衡予算契約のケース>

私たちは、まず、均衡予算契約のケースから考察することにする。以上の仮定の下で、「店舗売
却」タイプの契約（エージェントだけのチーム生産）は、エージェントがリスク中立的であると
しても、エージェントから効率的努力レベルを誘発させるインセンティブ機能を持ちえない。な
ぜなら、パートナーシップにおけるチーム生産は、プリンシパル・エージェントにおけるそれと
同様の問題をチーム内に残してしまうからである。このチーム問題とはエージェント間の協働問
題（フリーライダー問題）である。すなわち、エージェントが非効率的な行動を選択し目標業績
からはずれたとしても、それを隠すことができるため、すべてのエージェントが十分に処罰され
るわけではないので、エージェントがこの統御不能を利用しようとするインセンティブを持つこ
とを完全に排除することができないことである。とりわけ、フリーライダー問題は、（不確実性
の存在ばかりでなく、同様に）、均衡予算制約の存在によっても生じることが知られている。（し
かも、この問題の前では、プリンシパルの有無は末梢的問題にすぎないのである）。

定理A.1.1．均衡予算契約の下で（パートナーシップ企業において）、エージェントが非協力
ゲームをプレイするとき、協働生産の成果qをパレート最適なナッシュ均衡a*を達成するよう配
分する報酬ルールsi(q)は存在しない。

証明．まず、非協力ゲームにおけるエージェントの効率的ナッシュ均衡を導出することから始め
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る。エージェントが非協力ゲームをプレイするとき、チーム生産におけるエージェントの努力選
択問題は次のように表される。

（A.1.1）

エージェント iの行動選択問題に関する一階の条件は次のようである。

（A.1.2）

他方、均衡予算制約および線形効用関数の下では、パレート最適はエージェントの総効用を最大
化することで達成されることが知られている（これは一般的には成り立たない）。したがって、
パレート最適は、均衡予算制約の下での総効用最大化問題として次のように表せる。

（A.1.3）

（A.1.4）

　均衡予算の制約条件を目的関数に代入し総効用の最大化問題を解くと、その一階の条件は、努
力の総アウトプットに対する限界寄与率が努力の限界不効用に等しいことを示している。これは
公式的には次のように表される。

（A.1.5）

総効用最大化の一階の条件（A.1.5）式は、各エージェント iの効用最大化の一階の条件（A.1.2）
式に矛盾する。なぜなら、∂si/∂qは 1に等しくないからである。∂si/∂qの値は、総効用の最大化
問題の制約条件（A.1.4）式を、qについて偏微分することで公式的に次のように表せる。

（A.1.6）

　これは、私たちが、均衡予算制約（A.1.4）式（あるいは、（A.1.6）式）を主張する限り、効率
的ナッシュ均衡の条件（A.1.2）式はパレート最適の条件（A.1.5）式と常に矛盾することを示す
ものである。すなわち、均衡予算契約の下では、パレート最適と効率的ナッシュ均衡は同時に
成立しないことは明らかといえる。このことについて、次に直感的理解を示しておこう。もし、
∂si/∂qが 1に等しいならば（(∂si/∂q)(∂q/∂ai)=∂q/∂aiの右辺が示すように）、エージェント iは
残余請求者となり、限界生産物の増加分のすべてを受け取らなければならない。（このとき、他
のエージェント-iはエージェント iの限界生産物を一切受け取らない）。しかし、均衡予算制約
の下では、（A.1.6）式に示すように、エージェント iの限界生産物の増加分はすべてのエージェ
ントに配分されるので i(∂si/∂q)=1、ただし、すべての iについて、∂si/∂q>0であるので）、
エージェント iは限界生産物の増加分のすべてを受け取ることはできない。エージェント iは限
界努力の不効用を自らすべて負担するが、同時に、それから生じる総限界生産物のほんの一部し

s.t.
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か受け取らないので、均衡予算契約においてはパレート最適なナッシュ均衡を達成することがで
きないのである。 □

<不均衡予算契約のケース>

定理A.1.1は（A.1.2）、（A.1.5）および（A.1.6）式の非斉合性の理解を任意の配分ルールのケース
にまで拡張したものである。私たちが均衡予算制約（A.1.4）式を主張する限り、また、外部性
（qi′(ai, a-i 0）が存在する限り（エージェント iの限界生産物が他のエージェント-iにも配分
される限り）、効率的ナッシュ均衡を達成することができない。私たちが知るように、フリーラ
イダー問題は、不確実性の存在ばかりでなく（少なくとも確実性の下では、より単純な解が存在
するが）、均衡予算制約の存在によっても生じる。（ここでは、確実性を仮定しているので）、そ
こで、私たちは、フリーライダー問題を回避するため、均衡予算制約（A.1.4）式を次のように
緩和する。

この新たな制約条件（不均衡予算制約）を置くとき、そして、新たにプリンシパルを雇用し、効
率的生産水準q(a*)が達成されたとき、エージェント iに報酬biを支払うが、しかし、それが達
成されなかったとき、チーム・アウトプットq(a)に対し残余請求権を持つことを許容するとす
る。したがって、ゲーム（1）-（ⅱ）のケースのように、プレーヤーは一人のプリンシパルとn人
のエージェントから構成されることになる。さらに、均衡予算制約を緩和し、不均衡予算制約を
置くことで、次のような新たな配分ルールを設定することができる。

（A.1.7）

ただし、a*をエージェントによる効率的努力レベルのベクトルとする。また、 i bi=q(a*)およ
びbi>vi(ai*)であるとする。このとき、次のことがいえる。

定理A.1.2．不均衡予算契約（A.1.7）式の下で、パレート最適なナッシュ均衡a*を達成する実行
可能な配分ルールsi(q)≥0、ただし、i=1\n、の集合が存在する。

証明．均衡予算制約を緩和することで、私たちは、新たな報酬配分ルールを設定することができ
る。不均衡予算制約の下での配分ルール（A.1.7）式は、すべてのエージェントが効率的努力レ
ベルで生産するならば、エージェント iに報酬biを支払うものである。また、もし、エージェン
トの誰かが怠業するならば、報酬はゼロとなり、そして、この場合、アウトプットは廃棄される
ことになる（プリンシパルの残余請求権の配下となる）。しかしながら、例えば、エージェント
は、効率的アウトプットq(a*)=100に対し、これをほんの少し下回るアウトプット99を生産した
とき、これらの成果が廃棄されるということを真に脅威として感じるかは疑問である。エージェ
ントは、事前には、アウトプットを廃棄することに同意するかもしれないが、それは、均衡にお
いてその可能性がまったくないことを前提に、この契約に同意したに過ぎないからである。
　そこで、（契約を無視し）アウトプットが配分されないようにするため、チーム外の第三者（い
わゆる、プリンシパル）を雇用し、非効率的生産がなされたとき、すべてのアウトプットについ
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て残余請求権を持たせることになる。このことが、チーム生産モデルにおいて、プリンシパルが
存在する理由である。
　そこで、均衡予算制約を緩和し、制約条件（A.1.4）式が有効でないとすると、「チーム・アウ
トプットがq(a)≥q(a*)の場合に限り」、先の総効用の最大化問題（パレート最適問題）は次のよ
うに表せる。

（A.1.8）

（A.1.9）

私たちは、均衡予算制約の下でのパレート最適の条件は、（A.1.3）式および（A.1.4）式より、
a argmaxa1\an q(a i vi(ai)となることを知っている。また、（A.1.8）式および（A.1.9）式
より、 i bi=q(a*)、および、 i(bi-vi(a*))>0であるので、bi>vi(ai*)が可能であることがわか
る。他方、（不均衡予算制約の下でも）、（A.1.8）式および（A.1.9）式より、均衡予算制約の下
でのパレート最適の条件a argmaxa1\an q(a i vi(ai)が満たされることがわかる。しかも、
この配分ルール（A.1.7）式の下では、エージェント iがパレート最適a*を逸脱するとき（す
なわち、ai<ai*をとるとき）、ペナルティ賃金ゼロが支払われるため（エージェントの効用は
0-vi(ai)≤0<bi(ai*)-vi(ai*)となるので）、ai*は効率的ナッシュ均衡を保証するものとなる。 □

　均衡予算制約を前提としないならば、エージェントがほんの少しだけ怠けたとき、確かに、彼
は怠けることから生じる余暇の効用のすべてを受け取るが、しかし、他方で、彼は均衡予算契約
の下で享受できた報酬のすべてを失うことになるであろう。これは、アウトプットが効率的生産
レベルに達しないならば、（このとき、プリンシパルがアウトプットに対して残余請求権を持つ
ことになり、その結果）、すべてのエージェントの報酬はゼロとなるグループ・ペナルティが科
されることを意味する。（そのような意味で、不均衡予算制約の下で、報酬配分ルール（A.1.7）
式は効率的契約となりうるのである。）
　私たちが、ここで触れたチーム生産の問題は、パートナーシップ問題、公共財の供給問題と同
様その源泉は同じである。

APPENDIX A.2
　ここでは、Appendix A.1の証明をより直感的に理解できるよう、モデルを特定化した上で、
チーム生産の問題の説明を試みる。この説明モデルは、通常、公共財の供給問題について論じ
られる議論を、チーム生産に応用したものである。ここでの（公共財供給の）説明モデルは、
Feldman（1980）に拠っている。また、ここでの説明方法も、Holmström（1982）のそれと同様、
いわゆるチーム生産がパレート最適条件を満たすのかどうかを考察することには変わりがない。
そこで、まず、チーム生産のパレート最適とはどのような条件をもつのかを考察し、さらに、そ
の上で、このパレート最適条件が、チーム・メンバーが非協力ゲームをプレーするとき達成され
るナッシュ均衡とどのように矛盾するのかをみていくことにする。そこで、まず、チーム生産の
パレート最適条件の考察から始める。

s.t.
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<チーム生産のパレート最適条件>

　まず、記号の説明から始めることにする。これについては、基本的に、Appendix A.1と変わらない。
チームは、n人のエージェントから構成されているとする。n人のエージェントは努力a=(a1, 
a2\an)を投入し、チーム・アウトプットq(a)を生産する。このとき、エージェント iの効用
は賃金siおよび不効用viに加法的分離可能な関数によって表せるとする。

（A.2.1）

　ここで、パレート最適なチーム生産について考察する。先の（A.2.1）式で定義したエージェ
ントの効用関数において、si′(q ∂si/∂qは総生産量がqのときのチーム・メンバー iの生産に関
する賃金の限界効用（賃金所得に関し線形の効用関数m(si si(q)を仮定しているので、ms′(si)
si′(q)は総生産量がqのときの生産に関する限界賃金）を示している。そこで、生産に関する賃

金の限界効用について、次の不等式を仮定する。

（A.2.2）

これは、チームの総生産がqのとき、チーム・メンバーの賃金に関する限界効用si′の合計が 1を
越えることを意味している。このとき、各チーム・メンバー iが、総生産量を（一単位だけ）増
加させるため、不効用をsi′(q)だけ余分に負担するものとする23。すなわち、努力レベルを∆aiだ
け増加させると仮定する。したがって、チーム・メンバー iの努力に関する新たな不効用は次の
ように表される。

ただし、∆ai āi-ai>0である。もし、ここでストップするならば、各チーム・メンバー iの
不効用はsi′(q)だけ増加する。したがって、仮定（A.2.2）式より、チーム総生産量がqのとき、
チーム・メンバー iが努力を∆aiだけ増加させるならば、チーム全体としての不効用の増加は次
のように表される。

あるいは、

ただし、∆は小さな正の値とする。ここで、チーム全体の総不効用を一単位（ i si′(q)- =1）だ
け増加させるよう、各チーム・メンバー iが投入努力をsi′(q)だけ引き上げるとする。（ただし、
不効用∆に相当する努力量が余分であることに注意しなさい。すなわち、実際には、チーム・
メンバー iはsi′(q)- tiの不効用を負担すれば済む。ただし、∆tiは微少であるのでここでは無視
し、チーム全体としてほぼ一単位だけ総不効用を増加させた努力レベルでチーム生産がなされる
とする）。このとき、チーム全体としての総生産がちょうど一単位だけ増加すると仮定する。す
なわち、新たな総生産量 q̄は次のように表されるとする。

23 このとき、不効用の増加分はvi′(ai |q)で表記されていないことに注意しなさい。
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　他方、チームの総生産がqのとき、このように生産量を一単位だけ増加させることは、各チー
ム・メンバー iの賃金に関する効用をsi′(q ∂si/∂qだけ増加させることになる。したがって、
チーム全体としての賃金に関する効用の増加は、s1′(q)+s2′(q)+･･･+sn′(q)となる。そこで、各
チーム・メンバー iに対し、効用増加分si′(q)を配分するとする。
　チーム生産がqのとき、チームの総生産量を一単位増加させることは、一方で、各チーム・メ
ンバー iの不効用をせいぜいsi′(q)だけ増加させ、同時に、他方で、各チーム・メンバー iの賃
金に関する効用をsi′(q)だけ上昇させることでもある。したがって、（q̄, ā1, ā2\ān）のときの
各メンバーの効用は、（q, a1, a2\an）のときの効用と同等レベルしか達成できない。しかし、
先にみたように、総生産量を一単位増加させるのに、（各チーム・メンバー iはsi′(q)に相当する
努力量を追加投入したが、しかし、これでは）、∆単位の不効用に相当する努力量が余分になっ
てしまうので、これを各チーム・メンバーに節約してもらうと、各メンバーの効用は、（q, a1, 
a2\an）のときの効用よりも上昇することになる。かくして、ここに次のことがいえる。

命題A.2.1．次の仮定の下で、不効用の増加量と近似的に同量だけ生産量を増加させたとき、あ
るチーム・メンバーの効用を厳密に増加させ、しかも、いかなるチーム・メンバーの効用をも低
下させない配分の方法があるとき、qはパレート最適な生産水準ではない。

　ここまでは、チーム生産が増加する状況をみてきた。しかし、生産量qが増大するとき、各
チーム・メンバー iの生産に関する賃金の限界効用si′(q)は低下していく。なぜなら、関数si(q)
は凹の非減少関数を仮定しているからである。したがって、生産量が大きくなると、新たなある
生産量qの下では、次のことが成り立つと仮定することができる。

ただし、このときの生産量qは（A.2.2）式の生産レベルより大であることに注意しなさい。ま
た、この不等式は、次のように書き換えることができる。

（A.2.3）

ただし、∆は小さな正の値である。ここで、先と同様の操作を行う。しかしながら、操作の順序
は逆である。すなわち、まず、チーム生産量を一単位だけ減少させるとする。したがって、新た
なチーム生産量は q̄となり、次のように表せる。

チームの生産量を一単位減少させたとき、同時に、各チーム・メンバー iの賃金に関する効用は
si′(q)だけ低下する。したがって、仮定（A.2.3）式より、チームの総生産量がqのとき、チーム
全体としての賃金に関する総効用の低下は次のように表される。

しかし、生産量を一単位減少させたとき、他方、各チーム・メンバー iは投入努力を減少させる
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ことができるので、不効用はその分低下する。ここで、チームの総生産量を一単位減少させたと
き、総不効用がちょうど一単位（ i si′+∆=1）だけ減少すると仮定する。ここにおいて、（∆を
残し）、不効用の減少分を各チーム・メンバー iにsi′(q)だけ配分する。すなわち、各チーム・メ
ンバー iの不効用を次のように低下させるとする。

ただし、∆a ai-āi>0である。
　このように、チーム生産がqのとき、チームの総生産量を一単位減少させることは、各チー
ム・メンバー iの賃金に関する効用をsi′(q)だけ減少させ、同時に、他方で、各チーム・メンバー
iの不効用をsi′(q)だけ低下させることでもある。したがって、（q̄, ā1, ā2\ān）のときの各メン
バーの効用は、（q, a1, a2\an）のときの効用と同等レベルしか達成できない。しかし、先にみ
たように、総生産量を一単位減少させるのに、（各チーム・メンバー iはsi′(q)に相当する努力量
を節約したが、しかし、これでも）、∆単位の不効用に相当する努力量が余分になってしまうの
で、これを各チーム・メンバーに節約してもらうと、各メンバーの効用は、（q, a1, a2\an）の
ときの効用よりも上昇することになる。すなわち、ここに次のことがいえる。

命題A.2.2．次の仮定の下で、不効用の増加量と近似的に同量だけ生産量を減少させたとき、あ
るチーム・メンバーの効用を厳密に増加させ、しかも、いかなるチーム・メンバーの効用をも低
下させない配分の方法があるとき、qはパレート最適な生産水準ではない。

　最終的には、s1′(q)+s2′(q)+・・・+sn′(q)>1のとき、チーム生産量は過小生産レベルにあり、他
方、s1′(q)+s2′(q)+・・・+sn′(q)<1のとき、チーム生産量は過大生産レベルにあるといえる。そして、
チーム生産nのパレート最適な条件は次のように定義できる。

（A.2.4）

すなわち、チーム生産に関する限界効用の合計が各チーム・メンバーの限界不効用の合計と等しい
ときパレート最適な生産となる。これは、チーム生産に関するSamuelson最適条件とよばれるもの
である。

＜チーム生産への個人的貢献とフリーライダー問題＞
　これまで、チーム生産のパレート最適について論じてきた。これから、最適なチーム生産がど
のように達成されるのかについてみていく。そこで、まず、ここでは、チーム・メンバーがチー
ムの一員としてではなく、一個人として生産に従事する場合を考える。すなわち、一人エージェ
ントで構成されたチームにおいて、エージェント iが一個人として個人所有の企業のために働
くことを考える。そして、最終的に、このエージェント iが多数のエージェントから構成された
チームの一員としてチーム生産に従事し、しかも、このとき、エージェント iにより生産された
アウトプットがあくまでチーム・メンバーのすべてに配分されることを考える。
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　チーム生産では、すべてのチーム・メンバーが多かれ少なかれ生産に関わり、そして、そのア
ウトプットをすべてのチーム・メンバーに配分することが前提である。ここでは、まず、この
前提を取り払い、特定の一個人であるエージェント iから構成された個人企業を考える。このと
き、彼はどのような行動をとるのであろうか。それは、次のようであろう。

この最大化問題の一階の条件は、通常、si′(q)q′(ai)=vi′(ai)で表せる。しかしながら、ここでは、
生産量を順次 1単位（ 1限界単位＝q′(ai)）ずつ増やしていき（／減らしていき）、賃金の（総）
限界効用が努力の（総）限界不効用に等しくなるとき最適と解釈している。したがって、この最
大化問題の一階の条件は次のように表すことができる。

この一階の条件を満たす個人の行動をai*とする。したがって、一人エージェントの個人企業で
は、エージェントは努力ai*で働き、生産q(ai*)を得ることになる。
　一人エージェント企業（個人企業）の最適行動を理解した上で、次に、この一人エージェント
が、まったく生産に従事しない他のエージェントn-1人と共に、チームを組織することを考え
る。私たちは、n人のエージェントにより構成されたチームにおいて、エージェント iのみが個
人企業の場合と同様に、生産に従事し、しかも、生産されたアウトプットはチーム・メンバーの
すべてに配分されると仮定する。このとき、エージェント iの行動はどのように表されるのであ
ろうか。それは、次のようである

この最大化問題の一階の条件は次のようである。

ここで、たった一人のメンバーのみが生産活動に従事し、しかも、生産されたアウトプットは他
のすべてのチーム・メンバーにも配分されることはどのようなことか考えてみよう。
　そこで、先の小節でみたパレート最適の考察過程を、もう一度、ここで繰り返すことにする。
まず、ある特定のエージェント iのみが生産に従事し、チームの生産量が q̄＝q+1に達するとき、
パレート最適となるとする。生産量がqから一単位増加するとき、チーム全体として不効用が一
単位増加するとする。すなわち、生産レベルqのもとで、一単位だけ生産量を上昇させたとき、
必要な追加努力量は āi-aiとなり、その結果、vi(āi)-vi(ai)=1の追加不効用が生じる。もし、こ
のチームが、個人企業でしたように、チーム・メンバー iにのみ賃金を支払うならば、彼の賃金
に関する（総）限界効用と（総）限界不効用が等しくなり、すなわち、次のことが満たされるこ
とになり何の問題も生じない。

（A.2.5）
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ところが、生産は一個人であるエージェント iによって行われ、他方、生産されたアウトプット
の配分が他のすべてのチーム・メンバーにも波及するとなると（次の要件が満たされることが前
提となり）、問題はそう簡単ではなくなる。

（A.2.6）

なぜなら、生産に従事するただ一人のエージェント iはsi′(q(ai, a-i))=vi(āi)-vi(ai)=1を要求
し、しかも、他のすべてのチーム・メンバーにも生産されたアウトプットを配分するため、 j i 
sj′(q(ai, a-i))>0となるからである。したがって、（A.2.5）式と（A.2.6）式は明らかに矛盾し、
次のことしか成り立たない。

確かに、これは、（A.2.5）式を満たすかもしれないが、チーム生産のパレート最適の条件（A.2.4）
式を満たさない。
　これは、Holmström（1982）によって明らかにされたように、当該チーム・メンバー iが生産
に貢献した賃金に関する限界効用は当該個人に帰属させられないとき当該メンバーの限界不効用
と等しくならない。逆に、これを満たすには、均衡予算制約を取り払わなくてはならないのであ
る。

APPENDIX B
　私たちは、ここで、Mas-colell et al.（1995）に拠る平均維持の分散拡大（Mean-Preserving 
Spreads）に触れておくことにする。
　不確実財を評価するとき、通常、リターンおよびリスクの観点から、ペイオフ分布の選好度を
比較する方法がとられる。ここでは、不確実財として、金銭的ペイオフをともなうくじ（例え
ば、宝くじ）について考察することで、このことを明らかにする。一般的に、宝くじのような
ランダムな結果をもつ不確実財の優劣の比較には、リターンの（期待）水準によるものと、リ
ターンの分散によるものの二つの方法があるのが自然である。すなわち、ペイオフ分布F(・)は
分布G(・)よりも明確に高い／低いリターンをもたらすという考え方と、ペイオフ分布F(・)は分
布G(・)よりも明確にリスク（ペイオフ分布の分散）が低い／高いという考え方（での比較）で
ある。
　以下では、私たちは、より少ないものよりも多いものを重視する期待効用最大化の視点から、
G(・)よりもF(・)を選好するかどうかを検証する。あるいは、あらゆる金額xについて、少なく
ともxを得る確率がより高いものを重視するリスク最小化の視点から、G(・)よりもF(・)を選好
するかどうかを検証する。幸いなことに、この二つの基準は同じ概念に帰着する。
　これらの考え方は、それぞれ、一次確率的優位（first-order stochastic dominance）および二次確
率的優位（second-order stochastic dominance）として知られているものである24。私たちは、以下
において、これらの確率的優位について検証していくことになるが、検証を幾分なりとも簡単化

24 これらの概念が、経済学に導入されたのは、Rothschild and Stiglitz（1970）においてである。
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するために、今後の展開では、F(0)=0、および、あるxについてF(x)=1となる分布F(・)に限
定することにする。

＜一次確率的優位＞
私たちは、まず、「ペイオフ分布F(・)は分布G(・)よりも明確に高いリターンをもたらす」という
表現に意味を持たせたい。ここでは、少なくとも次の明確な基準が示される。すなわち、私たち
は、期待効用最大化の希求者は、より少ない期待利得をもたらすペイオフ分布G(・)よりもより
高い期待利得をもたらす分布F(・)を選好することを検証する。

定義B.1．ペイオフ分布F(・)は、すべての非減少関数u：ℜ→ℜにおいて、以下の要件が満たさ
れる場合に限り、分布G(・)を一次確率的に支配するといえる。

命題B.1．ペイオフ分布F(・)は、すべてのxについて、F(x)<G(x)が満たされる場合に限り、
分布G(・)を一次確率的に支配するといえる。

証明．分布F(・)およびG(・)を所与とするとき、新たな分布H(x)＝F(x)－G(x)を定義する。
ただし、分布H(x)は、ある x̄について、H(x̄)>0であるとする。このとき、x>x̄について、
u(x)=1とし、x≤ x̄について、u(x)=0とすることで、非減少関数u(・)を定義することができる。
この関数は、（次にみるように）、 u(x)dH(x)=-H(x̄)=-[F(x̄)-G(x̄)]<0という性質を持つの
で、 u(x)dH(x)>0であるには、命題の「．．．の場合に限り」の部分は、F(x̄)<G(x̄)のようでな
ければならない。これは、関数u(・)が特殊な場合であるので、次により一般的な場合について、
このことが成り立つかどうかみてみる。
　この命題の「．．．の場合に限り」の部分については、一般的には、微分可能な効用関数u(・)に
ついて証明すればよい。F(・)およびG(・)を所与としたとき、H(x)=F(x)-G(x)であると定義し
たので、 u(x)dH(x)を部分積分すると、次のようになる。

H(0)=0であり、また、xが大きな値のとき、H(x)=0であるので（すなわち、H(∞)=F(∞)- 

G(∞)=1-1=0であるので）、この式の第一項はゼロである。したがって、この式の第二項が、
u′(x)H(x)dx≤0の場合に限り（あるいは、同等に、 u′(x)[F(x)-G(x)]dx≤0の場合に限り）、
u(x)dH(x)は正となる。私たちは、u(・)が増加関数であるとしているので、すべてのxについ
て、（図B.1に示したように）、H(x)=F(x)-G(x)≤0であるならば、- u′(x)H(x)dx≥0となり、
（命題の「．．．の場合に限り」の部分が満たされることは、すなわち）、F(x)<G(x)であることが
明らかとなる。 □

　図B.1では、二つの分布F(・)とG(・)が表されている。分布F(・)は一次確率的にG(・)を支配し
ていることがわかる。F(・)のグラフは一様にG(・)のグラフの下に位置するからである。ただし、
一次確率的優位は、（図B.1の密度関数にみられるように）、優位な密度関数のすべての可能なリ
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ターンが、劣位な密度関数のすべての可能なリターンに比べて大きいことを意味するものでない
ことに注意しなさい。
　ここで一次確率的優位の分布の具体例を挙げておこう。G(・)に従って分布するxの実現（値）
を第一ステージとする単純くじ、また、第二ステージで第一ステージの結果xについて「上方
的確率シフト」した分布F(・)に従う複合くじを考える。すなわち、第一ステージで結果xが実
現した場合、第二ステージでは最終的に金額x+z、ただし、z>0、が支払われる複合くじを考
える。このとき、zは、分布Hx(z)、ただし、Hx(0)=0、に従って分布するとする。かくして、
Hx(・)は確率 1で少なくともx以上の最終リターンを発生させる。

図B.1．一次確率的優位の分布関数

図B.2．第一ステージの単純くじ（一次確率的優位）
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図B.3．第二ステージの複合くじとその単純くじ（一次確率的優位）

　このことを、さらに説明するため、次に具体的なくじの例を示しておこう。まず、図B.2の第
一ステージの単純くじでは、G(・)は 1ドルと 4ドルの間で同確率のランダム化がなされるとす
る。そして、図B.3の第二ステージの複合くじでは、F(・)は、（単純くじの）結果「 1ドル」は
2ドルと 3ドルへ同確率hx(z)=1/2でシフトアップされ、（単純くじの）結果「 4ドル」は 5ド
ルへ確率hx(z)=1でシフトアップされるとする。その結果、図B.4に示すように、すべての値に
ついて、F(・)<G(・)であることがわかる。
　ここで、G(・)より出発し、確率の上方シフト操作によって得られた還元分布をF(・)としたと
き、任意の非減少関数u：ℜ→ℜについて、次のことが成り立つ。

あるいは、

図B.4．生起確率の上方シフト
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図B.5．一次確率的優位

これは、図B.5に示したように、単純くじよりも（確率のシフトアップした）複合くじの方が期
待効用が大きいことを（直感的に）示すものである。したがって、F(・)は一次確率的にG(・)を
支配しているといえる。しかも、逆も成り立つことが示される。F(・)がG(・)を一次確率的に支
配する場合、先に示された確率のシフトアップの方法でG(・)からF(・)を生成することが可能で
ある。かくして、F(・)が、G(・)について、確率のシフトアップ操作を加えたものであることは、
F(・)はG(・)を一次確率的に支配することと同値である。

＜二次確率的優位＞
私たちは、次に、「ペイオフ分布G(・)は分布F(・)よりも明確に高いリスクをもたらす」という
表現に意味を持たせたい。ここでは、少なくとも次の明確な基準が示される。すなわち、私たち
は、あらゆる金額xについて、少なくともxを得る確率がより高い分布F(・)をG(・)よりも選好
することを検証する。
　先にみた一次確率的優位は、「高い／良い」対「低い／悪い」という考え方を含んでいる。こ
れに対し、次にみる二次確率的優位は、相対的な危険度や分散に基づく比較という考え方を持っ
ている。この問題をリターンとリスクのトレードオフと混同しないようにするため、ここでは、
同じ平均を持つ分布に限定しその優劣を比較することにする。
　ここで、もう一度、リスクに関する（選好の）定義を説明しておこう。同じ平均を持つ二つの
ペイオフ分布F(・)とG(・)が与えられたとき（つまり、 xdF(x)= xdG(x)のとき）、すべてのリ
スク回避者がF(・)をG(・)より選好する場合、G(・)はF(・)よりリスクが高いということである。
これは、公式的には、次のように表される。

定義B.2．同じ平均を持つ任意の二つの分布F(x)とG(・)に対して、凹の非減少関数u：ℜ→ℜ
について、次のことが成り立つならば、F(・)は二次確率的にG(・)を支配する（あるいは、より
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リスクが低い）。

　次の平均維持の分散拡大の定義は、二次確率的優位関係を特徴づける別の説明方法といえるも
のである。

定義B.3．（平均維持の分散拡大）．第一ステージでは、F(・)に従って分布するxに関するくじが
ある。第二ステージでは、最終的なペイオフがx+zとなるように、各可能な結果xをさらにラ
ンダム化する。ただし、zはゼロの平均を持つ分布関数Hx(z)（すなわち、 zdHx(z)=0）に従う
とする。このような操作を経て、ある分布Hx(・)を用いて、分布F(・)に従う確率変数から分布G(・)
に従う確率変数が得られるとき、G(・)はF(・)の平均維持の分散拡大であるということができる。

　この定義を、さらに具体的に説明するため、次の単純くじおよび複合くじを考えることにす
る。すなわち、第一ステージで、ペイオフ分布F(・)を持つxに関する単純くじを考える。さら
に、第二ステージで、xの各実現値について、最終的な利得x+zが得られる複合くじを考えるこ
とにする。ただし、zは平均ゼロおよび分布Hx(・)を持つ確率変数である。したがって、x+zの
平均はx(= (x+z)dHx(z))となる。このような手続きを経て、結果として生じた複合くじはペイ
オフ分布G(・)を持つとする。このとき、複合くじのペイオフ分布G(・)は、単純くじのペイオフ
分布F(・)に、平均ゼロの確率変数zを加算することで得られるので、G(・)はF(・)を平均維持の
分散拡大したものといえる。

図B.6．第一ステージの単純くじ（二次確率的優位）

図B.7．第二ステージの複合くじとその単純くじ（二次確率的優位）
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　例えば、先の宝くじの例のように、第一ステージで、分布関数F(・)を持つ確率変数xのくじ
を引くとする。すなわち、確率変数の実現可能値x=2ドルとx=3ドルが均等の確率1/2を付与
されているくじを引くとする。さらに、第二ステージで、分布関数Hx(z)を持つ確率変数zのく
じを引き、利得、x+zが与えられるとする。すなわち、第一ステージの実現可能値x=2ドルと
x=3ドルについて、それぞれ、2+zと3+zを与えるくじを引くとする。ただし、確率変数zは、
その実現可能値z=-1ドルおよびz=1ドルが均等の確率1/2を付与されているとする。すなわ
ち、第二ステージでは、（単純くじの）実現値がx=2ドルのとき、最終利得が2-1=1、ないし、
2+1=3、ただし、それぞれの確率が1/2、で与えられ、そして、また、（単純くじの）実現値が
x=3ドルのとき、最終利得が3-1=2、ないし、3+1=4、ただし、それぞれの確率が1/2、で与え
られる（複合）くじを引くことになる。このとき、この複合くじは、分布関数G(・)を持つ確率
変数x+zの単純くじとして表せる。すなわち、その単純くじは、確率変数の実現可能値はx+z
＝1, 2, 3, 4ドルで、しかも、それらの実現可能値に均等に確率1/4を付与したくじである。これら
の二つの分布関数F(・)とG(・)は次の図B.8のように表せる。

図B.8．平均維持の分散拡大

図B.9．二次確率的優位
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　ここで、（効用）関数u(・)が凹の非減少関数であるとき、先に記述した二段階の操作を経て、
ペイオフ分布F(・)の平均に等しくペイオフ分布G(・)の平均を維持した分散拡大を行うと、次の
ことが成り立つといえる。

あるいは、

このことは、図B.9に示すように、単純くじの方が（平均維持の分散拡大した）複合くじよりも
期待効用が大きいことを（直感的に）示すものである。したがって、F(・)は二次確率的な意味
でG(・)を支配するといえる。しかも、逆もまた真である。すなわち、F(・)がG(・)を二次確率的
に支配するとき、ペイオフ分布G(・)は分布F(・)を平均維持の分散拡大したものである。かくし
て、G(・)がF(・)を平均維持の分散拡大したものであることは、F(・)がG(・)を二次確率的に支配
することと同値である。
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